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参考資料１

公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画

平成14年３月29日

閣 議 決 定

行政改革大綱（平成12年12月１日閣議決定）に基づき、国から公益法人が委

託等、推薦等を受けて行っている検査・認定・資格付与等の事務・事業及び国

からの公益法人への補助金・委託費等（以下「補助金等」という ）について。

以下の措置を講ずる。

Ⅰ．委託等に係る事務・事業の改革

１．検査・検定等

(1) 基本的考え方

① 公益法人が国の代行機関として行う検査・検定等の事務・事業につ

いては、官民の役割分担及び規制改革の観点から見直し、廃止するも

のを除き、規制改革推進３か年計画（改定 （平成14年３月29日閣議決）

定）に示された基準認証の見直しの考え方を踏まえ、国の関与を最小

限とし、事業者の自己確認・自主保安を基本とする制度に移行するこ

とを基本原則とする。この場合、直ちに事業者の自己確認・自主保安

のみに委ねることが国際ルールや消費者保護等の観点から必ずしも適

当でないときは、法令等に明示された一定の要件を備え、かつ、行政

の裁量の余地のない形で国により登録された公正・中立な第三者機関

（以下「登録機関」という ）による検査・検定等の実施（以下「登録。

機関による実施」という ）とする。。

② 国民の生命、財産の保護、国際的責務の履行等の観点から、①によ

り難い事務・事業については、国又は独立行政法人において実施する

ことを原則とする。

やむを得ない理由により、引き続き公益法人に国の代行機関として

検査・検定等を行わせることとした場合にあっても、登録機関による

実施に準じた措置を検討するものとする。

なお、これらの事務・事業については、規制改革の観点から、その

在り方の検討を進めるものとする。
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(2) 具体的措置内容

別表１のとおりとする。

２．資格付与等

(1) 基本的考え方

公益法人が国の委託等を受けて行う試験、講習その他の資格付与等の

事務・事業については、国家資格としての社会的必要性等について検証

の上、廃止、独立行政法人による実施等を検討する。引き続き公益法人

が国の委託等を受けて事務・事業を行うものについては、規制改革の観

点から、その在り方の検討を進めるものとする。

(2) 具体的措置内容

別表２（略）のとおりとする。

３．登録その他の事務・事業

(1) 基本的考え方

公益法人が、国の委託を受けて行う登録、交付等の事務・事業につい

ては、事務・事業の性格を勘案の上、上記に準じた措置を講ずる。

(2) 具体的措置内容

別表３（略）のとおりとする。

Ⅱ．推薦等に係る事務・事業の改革

１．技能審査等

(1) 基本的考え方

公益法人が独自に行う技能審査等の事務・事業に対する大臣認定その

他の推薦等については、当該事務・事業が法律で定められた国の事務・

事業ではないこと、民間において実施されている各種技能審査等の間に

おける差別化を必要以上に助長するおそれがあること等の観点から、一

律に廃止する。また、今後同様の推薦等はこれを行わないこととする。

(2) 具体的措置内容

別表４（略）のとおりとする。
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２．制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

(1) 基本的考え方

公益法人が独自に行う講習が国家資格付与の要件として認定されてい

る等国の制度・仕組みの一部として組み込まれている推薦等に係る事務

・事業については、当該制度・仕組みそのものの検証と併せ検討の上、

Ⅰ１(1)、２(1)に準じた措置を講ずる。

(2) 具体的措置内容

別表５（略）のとおりとする。

Ⅲ．補助金等の見直し

１．第三者分配型補助金等

(1) 基本的考え方

平成12年度に国から公益法人に交付された補助金等のうち、交付先の

公益法人において当該補助金等の５割以上を他の法人等の第三者に分配

・交付するもの（以下「第三者分配型補助金等」という ）については、。

事務・事業の必要性等を検証した上で、当該補助金等の廃止、国からの

直接交付又は独立行政法人からの交付、交付先公益法人が事務・事業を

直接行うこと等による分配・交付比率の５割未満への改善等の措置を講

ずることにより、第三者分配型補助金等の解消を図る。なお、第三者分

配型補助金等となることにつき特段の理由のあると認められる補助金等

については、その理由を公表する。

(2) 具体的措置内容

別表６（略）のとおりとする。

２．補助金依存型公益法人

(1) 基本的考え方

平成12年度に国から交付された補助金等が年間収入の３分の２以上を

占める公益法人（以下「補助金依存型公益法人」という ）については、。

当該法人に交付される補助金等の必要性等を検証し、補助金等の廃止、

補助金等交付対象事業の国又は独立行政法人による実施等の措置を講ず
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ることにより、補助金依存型公益法人の解消を図る。なお、これらの措

置によっても、なお３分の２未満とならない法人については、補助金依

存状態の解消のための改善計画を策定するものとし、また、補助金依存

型公益法人となることに特段の理由のある公益法人については、その理

由を公表する。

(2) 具体的措置内容

別表７（略）のとおりとする。

３．役員報酬に対する助成

(1) 基本的考え方

公益法人の役員報酬に対する国の助成は、民間の法人の運営に国が実

質的に関与することになりかねないことから、公益法人に対する補助金

等による助成は、特段の理由のあるものを除き、一律に廃止するととも

に、今後これを行わないこととする。

(2) 具体的措置内容

別表８（略）のとおりとする。

Ⅳ．公益法人に対する国の関与等を透明化・合理化するための措置

上記措置を講ずることとした結果、公益法人に対する行政の関与は相当程

度改善されることとなるが、なお、国の委託等、推薦等を受けて事務・事業

を行う公益法人、国からの補助金等の交付を受ける公益法人等国と関係のあ

る公益法人が引き続き存在することとなる。このため、これらについては、

別添（略）の「公益法人に対する国の関与等を透明化・合理化するための措

置 （以下「透明化・合理化ルール」という ）を適用し、行政及び公益法人」 。

の双方における、より一層の透明性、効率性、厳格性の確保を図るものとす

る。

Ⅴ．改革の実施に向けて

１．本計画による措置は、法律改正を要するものについては、原則として、平

成15年度中に実施することとする。なお、その実施に当たっては事務・事業

の一層の整理・合理化を図ることとする。
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２．公益法人が行っている事務・事業の国又は独立行政法人への移管を行う場

合には、既存体制の合理的再編成により対処することを基本とする。また、

今後、独立行政法人による実施につき引き続き検討することとされているも

のについても、以下の点に十分留意することとする。

、 、(1) 移管する事務・事業が 公共上の観点から国の強い関与が不可欠であり

民間に委ねると効率的かつ確実な実施が見込めないこと

(2) 原則として既存の独立行政法人を活用するとともに、国、特殊法人、独

立行政法人、公益法人等が行う関連の事務・事業を、府省の枠にとらわれ

ることなく統合・合理化すること

(3) 移管後の独立行政法人の事務・事業、組織の合理化・効率化を徹底し、

財政負担の軽減を実現すること

３．各府省は透明化・合理化ルールが適正に運用されるよう常に意を用いると

ともに、今回の改革で示された基本的考え方に立って、所管する事務・事業

の不断の見直しに努めるものとする。

４．本計画は、今後各府省が責任をもって実施することとなる。内閣官房は、

、 。本計画の実施につき検討を要する事項に関し 必要に応じ調整の任に当たる

総務省は、関係府省の協力を得て、本計画の実施状況の概要について毎年度

「 」 、の 公益法人に関する年次報告 及びインターネットにおいて公表するなど

本計画のフォローアップに当たる。



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

消防の用に供する機械器具等に
ついての試験及び個別検定

消防法第21条の3第1項、第21
条の8第1項

未指定

日常的な使用による欠陥等のチェックの可能
性や欠陥等の危険性、被害への影響等を注視
しながら、一部について将来的に登録機関に
よる実施が可能かどうか検討する。

(財) テレコムエンジニアリン
グセンター

(財) 日本アマチュア無線振興
協会

電気通信端末機器の技術基準適
合認定

電気通信事業法第50条第1
項、第68条第1項

(財) 電気通信端末機器審査協
会

規制改革推進3か年計画に基づく自己確認制度
の導入につき検討し、平成14年度中に結論を
得る。

端末機器の接続の技術的条件の
適合認定

電気通信事業法第51条第1項
電気通信事業法施行規則第32
条第1項

(財) 電気通信端末機器審査協
会

規制改革推進3か年計画に基づく自己確認制度
の導入につき検討し、平成14年度中に結論を
得る。

第三種郵便物の認可の申請又は
監査に関する調査業務

郵便法第75条の2第1項 (財) 郵便文化振興協会
郵政公社の設立に伴い廃止の方向で検討す
る。

規制改革推進3か年計画に基づく自己確認制度
の導入につき検討し、平成14年度中に結論を
得る。

【総務省】

関係公益法人の名称

特定無線設備の技術基準適合証
明

電波法第38条の2第1項

（別表１）



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

試験研究用原子炉施設及び核燃
料物質使用施設等の溶接検査

核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律第
61条の24第1項

(財) 原子力安全技術センター

公益法人を指定する現在の仕組みを廃止し、
事務の委託ができる体制を整備した上で、国
の原子力安全行政部門の事務の一部及びこれ
に関連する公益法人への委託実施事務を移管
して設置する独立行政法人に委託することと
する。

核燃料物質等の運搬物に係る確
認

核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律第
61条の42第1項

(財) 原子力安全技術センター

公益法人を指定する現在の仕組みを廃止し、
事務の委託ができる体制を整備した上で、国
の原子力安全行政部門の事務の一部及びこれ
に関連する公益法人への委託実施事務を移管
して設置する独立行政法人に委託することと
する。

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(社)
ボイラ・クレーン安全協
会

(社) 日本ボイラ協会

(社) 日本ボイラ協会

(社)
ボイラ・クレーン安全協
会

(社) 日本クレーン協会

【文部科学省】

関係公益法人の名称

【厚生労働省】

関係公益法人の名称

製造時検査
労働安全衛生法第38条第1
項、ボイラー及び圧力容器安
全規則第5条

登録機関により実施する。

性能検査

労働安全衛生法第41条第2
項、労働安全衛生法施行令第
12条、ボイラー及び圧力容器
安全規則第38条及び第73条、
クレーン等安全規則第43条、
第84条、第128条及び第162
条、ゴンドラ安全規則第27条

登録機関により実施する。なお、規制改革推
進3か年計画に基づき、優良な安全管理体制を
確立し、かつ、優良な安全管理実績を有する
事業場を対象とした自己確認のインセンティ
ブ制度について併せて検討する。



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(社) 日本ボイラ協会

(社)
ボイラ・クレーン安全協
会

(社) 産業安全技術協会

(社) 日本クレーン協会

(社) 産業安全技術協会

医療用具同一性調査 薬事法第14条の3第1項 (財) 医療機器センター

国際整合を踏まえ、生命の危機又は重大な機
能障害に直結する可能性が極めて低いと考え
られる医療用具については事業者による自己
確認、可能性が低いものについては平成17年
度までに登録検査機関による確認へ移行、そ
の他については平成16年度までに独立行政法
人（医薬品副作用被害救済・研究振興調査機
構及び医薬品医療機器審査センター等を統
合）に事務・事業を移管する。

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本冷凍食品検査協会

(社) 日本食品衛生協会

(財) 食品環境検査協会

労働安全衛生法第44条の2第1
項及び第44条の3第2項、労働
安全衛生法施行令第14条の
2，機械等検定規則第6条及び
第11条

登録機関により実施する。

関係公益法人の名称

食品等の命令検査
食品衛生法第14条、第15条第
1項から第3項

行政責任を維持しつつ検査機関の指定を登録
に変更することにつき、食品の安全規制の在
り方の見直しの中で検討する。

個別検定

労働安全衛生法第44条第1
項、労働安全衛生法施行令第
14条、ボイラー及び圧力容器
安全規則第84条及び第90条の
2、機械等検定規則第1条

登録機関により実施する。

型式検定



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(財) 化学技術戦略推進機構

(財) 日本穀物検定協会

(財) 日本乳業技術協会

(社) 菓子総合技術センター

(社) 日本食肉加工協会

(社) 日本海事検定協会

(財) 新日本検定協会

(財) マイコトキシン検査協会

(財) 日本環境衛生センター

(財) 畜産生物科学安全研究所

(社) 日本油料検定協会

(財) 山口県予防保健協会

関係公益法人の名称

食品等の命令検査
食品衛生法第14条、第15条第
1項から第3項

行政責任を維持しつつ検査機関の指定を登録
に変更することにつき、食品の安全規制の在
り方の見直しの中で検討する。



【農林水産省】

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(財) 生糸検査協会

(財) 日本冷凍食品検査協会

(財) 食品環境検査協会

(財) 日本合板検査会

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本食品油脂検査協会

(社) 全国漬物検査協会

(財) 日本醤油検査協会

(財) 日本油脂検査協会

(財) 全国調味料・野菜飲料検
査協会

(財) 日本炭酸飲料検査協会

(社) 菓子総合技術センター

(社) 日本果汁協会

(財) 日本乳業技術協会

(社) 日本食肉加工協会

関係公益法人の名称

ＪＡＳ規格に関する検査・格付
（登録格付機関）

農林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律第14
条第1項

平成17年度までに登録機関において実施す
る。
なお、ＪＡＳマーク対象品目の削減を行う。



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(社) 日本即席食品工業協会

(財) 日本穀物検定協会

(社) 全国木材組合連合会

(社) 全国削節工業協会

(財) 食品環境検査協会

(財) 日本合板検査会

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本食品油脂検査協会

(社) 全国漬物検査協会

(財) 日本油脂検査協会

(財) 全国調味料・野菜飲料検
査協会

(財) 日本炭酸飲料検査協会

(社) 日本果汁協会

(社) 日本食肉加工協会

(社) 日本即席食品工業協会

(財) 日本穀物検定協会

ＪＡＳ規格に関する検査・格付
（登録格付機関）

農林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律第14
条第1項

平成17年度までに登録機関において実施す
る。
なお、ＪＡＳマーク対象品目の削減を行う。

ＪＡＳ規格に関する製造業者等
の認定（登録認定機関）

農林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律第15
条第1項

有機食品の規格に関しては、その制度導入の
背景や、食品に対する国民の信頼回復の状況
を注視しつつ、新たに導入を予定している消
費者が食品の生産履歴情報を入手できる仕組
みと併せ、登録機関による実施の方向で平成
17年度までに検討し、結論を得る。
その他の規格に関しては、平成17年度までに
登録機関において実施する。
なお、ＪＡＳマーク対象品目の削減を行う。

関係公益法人の名称



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(社) 全国木材組合連合会

(財) 自然農法国際研究開発セ
ンター

(社) 全国愛農会

(財) 日本冷凍食品検査協会

(財) 日本醤油検査協会

(社) 全国削節工業協会

(社) 菓子総合技術センター

(財) 日本穀物検定協会

(財) 日本食品分析センター

(財) 畜産生物科学安全研究所

(財) 日本穀物検定協会

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本肥糧検定協会

(財) 食品環境検査協会

(財) 日本冷凍食品検査協会

独立行政法人肥飼料検査所において実施す
る。

有機食品の規格に関しては、その制度導入の
背景や、食品に対する国民の信頼回復の状況
を注視しつつ、新たに導入を予定している消
費者が食品の生産履歴情報を入手できる仕組
みと併せ、登録機関による実施の方向で平成
17年度までに検討し、結論を得る。
その他の規格に関しては、平成17年度までに
登録機関において実施する。
なお、ＪＡＳマーク対象品目の削減を行う。

関係公益法人の名称

規格設定飼料の公定規格による
検定

飼料の安全性の確保及び品質
の改善に関する法律第4条

登録機関において実施する。

特定飼料等の検定
飼料の安全性の確保及び品質
の改善に関する法律第2条の4

ＪＡＳ規格に関する製造業者等
の認定（登録認定機関）

農林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律第15
条第1項



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(財) 日本規格協会

(財) 建材試験センター

(財) 日本品質保証機構

(財) 日本燃焼機器検査協会

(財) 日本建築総合試験所

(財) 日本繊維製品品質技術セ
ンター

(財) 日本カメラ財団

(財) 日本文化用品安全試験所

(財)
全国タイル検査・技術協
会

(財) 日本燃焼機器検査協会

(社) 繊維評価技術協議会

(財) 日本規格協会

(財) 日本品質保証機構

(財) 電気安全環境研究所

(財) 日本車両検査協会

平成17年度までに登録機関により実施する。

関係公益法人の名称

平成17年度までに登録機関による実施へ移行
するとともに、JISマーク対象品目の削減を行
う。また、官庁・地方公共団体における調達
の実態や国際協定・海外の動向を踏まえ、工
業標準化法の適切な運用を確保する。

ＪＩＳマーク表示申請者の認定
工業標準化法第19条第1～4
項、第25条第1､3項　（第26
条～第38条）

【経済産業省】

ＪＩＳマーク表示認定工場に対
する公示検査

工業標準化法第21条の2第1
項、第25条第3項　（第41条
～第52条）



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(財) 日本軸受検査協会

(財) 建材試験センター

(財) 日本建築総合試験所

(財) 日本ガス機器検査協会

(財) 化学物質評価研究機構

(財) 化学技術戦略推進機構

(財) 日本塗料検査協会

(社) 日本水道協会

(財) 日本品質保証機構

(財) 日本ガス機器検査協会

(財) 日本品質保証機構

(財) 化学物質評価研究機構

平成17年度までに登録機関により実施する。

独立行政法人による実施の是非を、既存の独
立行政法人の活用等、財政負担、雇用問題の
観点を踏まえ検討し、平成14年8月末までに結
論を得る。

独立行政法人による実施の是非を、既存の独
立行政法人の活用等、財政負担、雇用問題の
観点を踏まえ検討し、平成14年8月末までに結
論を得る。

関係公益法人の名称

特定標準器による校正 計量法第135条

ＪＩＳマーク表示認定工場に対
する公示検査

工業標準化法第21条の2第1
項、第25条第3項　（第41条
～第52条）

特定計量器の検定 計量法第16条第1項



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

加工施設、研究開発段階発電用
原子炉、再処理施設及び特定廃
棄物管理施設の溶接検査

核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律第
16条の4第1項及び第4項（加
工施設の溶接検査）
同法第28条の2第1項及び第4
項（研究開発段階発電用原子
炉の溶接検査）
同法第46条の2第1項及び第4
項（再処理施設の溶接検査）
同法第51条の9第1項及び第4
項（特定廃棄物管理施設の溶
接検査）
同法第61条の24（指定検査機
関の検査範囲）

(財) 原子力安全技術センター

平成16年度から国の原子力安全行政部門の事
務の一部及びこれに関連する公益法人への委
託実施事務を移管して設置する独立行政法人
において実施する。

核燃料物質等の運搬物に係る確
認

核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律第
59条の2第2項（運搬物に関す
る確認）
同法第61条の42第1項（指定
運搬物確認機関の確認範囲）

(財) 原子力安全技術センター

平成16年度から国の原子力安全行政部門の事
務の一部及びこれに関連する公益法人への委
託実施事務を移管して設置する独立行政法人
において実施する。

指定廃棄確認業務
原子炉等規制法第51条の6第2
項

(財) 原子力安全技術センター

平成16年度から国の原子力安全行政部門の事
務の一部及びこれに関連する公益法人への委
託実施事務を移管して設置する独立行政法人
において実施する。

電気事業法に基づく安全管理審
査

電気事業法第50条の2（使用
前安全管理検査）
同法第52条（溶接安全管理検
査）
同法第55条（定期安全管理検
査）

(財) 発電設備技術検査協会

平成16年度から原子力に係るものを除き登録
機関により実施する。また、同年度より原子
力に係るものについては、国の原子力安全行
政部門の事務の一部及びこれに関連する公益
法人への委託実施事務を移管して設置する独
立行政法人において実施する。

関係公益法人の名称



【国土交通省】

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

経営状況分析 建設業法第27条の24 (財) 建設業情報管理センター
経営事項審査の一部として、公共工事の入札
参加資格者選定の厳格性に留意しつつ、登録
機関において実施する。

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財) 日本建築総合試験所

(財) 建材試験センター

(財) 日本住宅・木材技術セン
ター

(財) 建築環境・省エネルギー
機構

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財) 日本建築総合試験所

(財) 建材試験センター

(財) 建築環境・省エネルギー
機構

消費者等の信頼を得られるよう、高度な公正
中立性を確保するための厳格な罰則規定の整
備や認定方法の基準化等の担保に留意しつ
つ、平成17年度中に登録機関において実施す
る。

住宅の品質確保の促進等に関
する法律第53条

消費者等の信頼を得られるよう、高度な公正
中立性を確保するための厳格な罰則規定の整
備や試験方法の基準化等の担保に留意しつ
つ、平成17年度中に登録機関において実施す
る。

住宅の品質確保の促進等に関
する法律第22条、第25条第1
項

関係公益法人の名称

住宅型式性能認定・型式住宅部
分等製造者認証

特別評価方法認定に係る試験



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財) 日本建築設備・昇降機セ
ンター

(財) 住宅保証機構

(財) 日本建築総合試験所

鉄道施設の検査 鉄道事業法第41条第1項 (財) 鉄道総合技術研究所 平成14年度から国で事務を行う。

索道施設の検査 鉄道事業法第41条第1項 (財) 日本鋼索交通協会 平成17年度までに国で事務を行う。

核燃料物質等運搬方法確認
核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律第
61条の43第1項

(財) 原子力安全技術センター

公益法人を指定する現在の仕組みを廃止し、
事務の委託ができる体制を整備した上で、国
の原子力安全行政部門の事務の一部及びこれ
に関連する公益法人への委託実施事務を移管
して創設する独立行政法人に委託する。

条約証書の交付

海上における人命の安全のた
めの国際条約及び満載喫水線
に関する国際条約による証書
に関する省令第12条第1項

(財) 日本海事協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

型式承認に係る船舶用物件等の
検定

船舶安全法第6条ノ4第1項 (財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

型式承認に係る海洋汚染防止設
備の検定

海洋汚染及び海上災害の防止
に関する法律第17条の15第1
項

(財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

住宅の品質確保の促進等に関
する法律第5条第1項、第7条
第1項

消費者等の信頼を得られるよう、高度な公正
中立性を確保するための厳格な罰則規定の整
備や評価方法の基準化等の担保に留意しつ
つ、平成17年度中に登録機関において実施す
る。

関係公益法人の名称

住宅性能評価



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(財) 新日本検定協会

(社) 日本海事検定協会

船舶検査 船舶安全法第8条第1項 (財) 日本海事協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

海洋汚染防止設備等の検査
海洋汚染及び海上災害の防止
に関する法律第17条の12第1
項

(財) 日本海事協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

型式承認に係る排出油防除資材
等の検定

海洋汚染及び海上災害の防止
に関する法律施行規則第37条
の3の2第3項

(財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

船舶による危険物の運送に関す
る容器・包装検査

危険物船舶運送及び貯蔵規則
第129条の3第1項

(財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

船舶による危険物の運送に関す
る積付検査

危険物船舶運送及び貯蔵規則
第129条第1項

(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

船舶による危険物のコンテナ運
送に関する収納検査

危険物船舶運送及び貯蔵規則
第129条の2第1項

(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

関係公益法人の名称

有害液体物質の事前処理の確認
海洋汚染及び海上災害の防止
に関する法律第9条の2第4項



事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

船舶による液状化物質の運送許
容水分値の測定・液状化物質の
水分測定

特殊貨物船舶運送規則第17条
第1項

(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

船舶による液状化物質のばら積
み運送に関する積付検査

特殊貨物船舶運送規則第25条
第1項

(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

船舶によるばら積み固体貨物密
度の測定

船舶設備規程等の一部を改正
する省令（平成11年運輸省令
第32号）附則第3条第3項

(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、登録機関による実
施に準じた措置を講ずる。その際、外国法人
を含め参入を容易にするため、国際的委託指
針等との整合化に努める。

（注）　「登録機関による実施」には、登録の対象が講習、課程等、機関以外の場合を含む。

関係公益法人の名称


